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修
の
場
の
提
供
に
よ
り
、

既
存
企
業
の
新
た
な
ビ
ジ

ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
と
な
り
得

る
こ
と
か
ら
、
ま
ず
は
南

相
馬
復
興
大
学
オ
フ
ィ
ス

等
の
有
効
活
用
に
つ
い
て

検
討
す
る
考
え
で
す
。
経

済
的
な
支
援
な
の
か
、
人

材
的
な
支
援
な
の
か
、
企

業
に
よ
っ
て
も
要
望
が
違

う
。
企
業
と
意
見
交
換
し

要
望
に
あ
っ
た
事
業
メ

ニ
ュ
ー
を
作
っ
て
い
き
た

い
。

問　

南
相
馬
市
に
は
多
く

の
企
業
が
研
修
に
訪
れ
て

い
る
。
本
市
が
抱
え
て
い

る
課
題
に
対
し
て
事
業
提

案
を
活
発
に
行
っ
て
い
た

だ
い
て
い
る
。
企
業
研
修

を
積
極
的
に
受
け
入
れ
て

い
く
体
制
を
構
築
す
る
必

要
が
あ
る
と
考
え
る
。

答　

本
市
に
お
け
る
企
業

向
け
研
修
に
つ
い
て
、
大

変
好
評
で
あ
る
と
承
知
を

し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、

人
口
減
少
、
高
齢
化
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
問
題
な
ど
、
20

年
後
の
日
本
を
先
取
り
し

て
い
る
と
言
わ
れ
る
被
災

地
で
の
地
域
課
題
を
体
感

し
な
が
ら
、
自
社
の
事
業

を
貢
献
と
し
て
だ
け
で
は

な
く
、
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て

成
立
す
る
事
業
化
を
検
討

す
る
研
修
内
容
は
こ
こ
で

し
か
体
験
で
き
な
い
こ
と

で
あ
り
、
本
市
の
新
た
な

産
業
に
な
る
可
能
性
が
あ

る
も
の
と
捉
え
て
い
る
。

　

市
と
し
て
も
、
企
業
研

問　

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・

コ
ー
ス
ト
構
想
の
概
算
要

求
は
事
項
要
求
と
な
っ
て

い
る
。
市
と
し
て
中
身
を

伴
っ
た
提
案
を
す
べ
き
。

答　

研
究
や
事
業
に
つ
い

て
、
メ
リ
ッ
ト
を
示
し
、

具
体
性
を
伴
っ
た
提
案
を

し
て
い
き
た
い
。

そ
の
他
の
質
問

❶ 

新
規
創
業
支
援
策
は

❷ 

被
災
企
業
の
再
建
支
援

策
は

❸ 

Ｕ
・
Ｉ
タ
ー
ン
支
援
は

土砂が流出した林地開発現場

問　

県
工
事
や
不
特
定
の

作
業
員
用
の
仮
設
宿
舎
も

あ
る
。
事
前
の
協
議
だ
け

で
は
不
十
分
。
市
の
積
極

的
な
対
応
が
必
要
だ
。

答　

浪
江
町
以
南
の
事
業

の
作
業
員
宿
舎
も
建
設
さ

れ
て
お
り
、
住
民
不
安
が

起
き
て
い
る
。
指
摘
も
含

め
て
さ
ら
に
検
討
し
た
い
。

問　

復
興
事
業
の
盛
土
材

の
確
保
状
況
は
。

答　

市
事
業
で
230
万
㎥
以

上
必
要
。
内
90
万
㎥
は
災

害
が
れ
き
な
ど
で
確
保

し
、
残
り
は
民
間
購
入
等

問　

工
事
関
係
車
両
や
作

業
員
が
増
え
て
い
る
。
安

全
・
安
心
の
確
保
策
は
。

答　

行
政
区
と
事
業
者
の

協
定
締
結
や
、
警
察
等
も

含
む
復
興
事
業
等
地
域
安

全
連
絡
協
議
会
を
通
じ
、

事
件
・
事
故
防
止
に
向
け

た
要
請
を
し
て
い
る
。

問　

交
通
安
全
・
防
犯
対

策
の
た
め
行
政
区
の
負
担

が
増
え
て
い
る
が
、
市

の
交
通
対
策
費
予
算
は

１
千
700
万
程
で
震
災
前
と

同
じ
。
市
の
支
援
措
置
が

必
要
だ
。

答　

交
通
安
全
対
策
協
議

会
や
防
犯
対
策
に
つ
い
て

も
所
要
の
経
費
を
確
保

し
、
活
動
を
積
極
的
に
し

た
い
。

問　

作
業
員
宿
舎
の
建
設

地
域
の
誘
導
や
事
前
届
出

の
条
例
化
を
検
討
す
べ
き
。

答　

建
築
事
業
者
が
事
前

に
、
市
並
び
に
環
境
省
等

に
事
前
に
話
を
い
た
だ
く

こ
と
で
進
め
た
い
。

を
考
え
て
い
る
。

問　

過
去
二
年
間
で
25
箇

所
も
開
発
さ
れ
、
住
民
は

不
安
を
持
っ
て
い
る
。
県

は
公
設
土
取
場
を
確
保
し

て
い
る
。
事
前
届
け
の
条

例
制
定
や
市
で
土
取
場
を

設
置
す
る
考
え
は
。

答　

不
足
は
民
間
か
ら
購

入
す
る
計
画
で
、
公
設
土

取
場
は
考
え
て
な
い
。

質問を終えて
　仮設宿舎や土取場の無秩
序・乱開発は、負のツケとな
ります。抜本対策を求めてい
きます。

そ
の
他
の
質
問

❶ 

復
興
を
迅
速
に
進
め
る

体
制
構
築
は

❷ 

集
会
施
設
の
整
備
補
助

拡
充
は

❸ 

産
業
（
農
業
・
企
業
誘

致
）
振
興
策
は

質問を終えて
　国の政策にあわせた市独自の取
り組みを展開することが求められ
ている。

民間企業が整備したイノベーションセンター（千葉県柏市）

一
般
質
問

復
旧
工
事
の
安
心
の

復
旧
工
事
の
安
心
の

確
保
に
つ
い
て

確
保
に
つ
い
て

新
た
な
産
業
を

新
た
な
産
業
を

た
ち
あ
げ
る
た
め
に

た
ち
あ
げ
る
た
め
に

門馬 和夫 議員

但野 謙介 議員
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スマホで手軽に見られる「ｉ広報紙」

問　

市
の
広
報
紙
を
ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
で
読
む
こ
と

が
で
き
る
ｉ
広
報
紙
の
導

入
が
広
が
っ
て
い
る
。
本

市
で
も
導
入
す
べ
き
と
考

え
る
が
、
見
解
を
伺
う
。

答　

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
で

広
報
紙
を
見
る
こ
と
は
可

能
で
あ
る
が
、
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
か
ら
ペ
ー
ジ
ご
と

に
開
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
た
め
、
見
や
す
さ
と
い

う
点
で
は
課
題
が
残
る
状

態
に
な
っ
て
い
る
。
ｉ
広

問　

再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
に
つ
い
て
、
単
に
電

力
会
社
に
売
電
す
る
の
で

は
な
く
、
地
域
で
発
電
し

た
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
地
域
で

利
用
す
る
仕
組
み
づ
く
り

が
必
要
と
考
え
る
。

　

新
電
力
等
を
活
用
し
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消

を
推
進
す
べ
き
と
考
え
る

が
、今
後
の
対
応
を
伺
う
。

答　

平
成
28
年
度
の
電
力

小
売
事
業
の
全
面
自
由
化

を
見
据
え
、
地
域
に
根
ざ

し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産

地
消
を
目
指
し
、
新
た
な

産
業
を
創
出
し
て
い
く
こ

と
も
重
要
で
あ
る
と
考
え

て
お
り
、
沿
岸
部
の
大
規

模
太
陽
光
発
電
や
風
力
発

電
お
よ
び
市
内
事
業
者
が

連
携
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

地
産
地
消
が
行
え
る
体
制

づ
く
り
に
つ
い
て
、
市
が

関
与
し
な
が
ら
積
極
的
に

推
進
し
て
い
く
考
え
で
あ

る
。

報
紙
の
よ
う
に
電
子
書
籍

化
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
見
や

す
さ
が
向
上
し
、
よ
り
効

果
が
期
待
で
き
る
も
の
と

考
え
る
。
今
後
導
入
に
向

け
前
向
き
に
検
討
し
て
い

き
た
い
。

質問を終えて
　真の「環境未来都市」を目指すので
あれば、エネルギーの地産地消を行う
べき。

そ
の
他
の
質
問

❶ 

太
陽
光
発
電
設
備
の
適

正
処
分
は

❷ 

事
業
所
へ
の
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
対
策
支
援
は

一
般
質
問

南
相
馬
市
議
会
及
び
福
島
県
市
議
会
議
長
会
の
要
望
事
項
に
つ
い
て

エ
ネ
ル
ギ
ー
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
の

地
産
地
消
を

地
産
地
消
を

太田 淳一 議員「
ｉ
広
報
紙
」
の

　
　
　
　
導
入
に
つ
い
て

南相馬市議会及び福島県市議会議長会の要望事項について南相馬市議会及び福島県市議会議長会の要望事項について

要望日 要望先 要望内容（要旨）
※H27.2.12 国土交通省 常磐自動車道及び東北中央自動車道の整備促進要望

H27.2.19
経済産業省
復興庁
東京電力

被害の実態に即した公正かつ公平な営業損害賠償の
継続について

H27.6.01 福島県知事 福島県地域医療復興事業補助金の補助率の見直しについて
H27.7.22 環境省福島事務所 震災及び原発事故災害からの、復興復旧加速化のための支援について
H27.8.24 南相馬市長 営農再開について
H27.9.15 内閣総理大臣 平和安全法制整備法案及び国際平和支援法案の廃案について
H27.9.18 内閣総理大臣 原発再稼働反対と再生可能エネルギーへの転換について

H27.9.18
内閣総理大臣
経済産業大臣
東京電力社長

南相馬市における避難指示区域内の不動産全損扱いを求める要望
南相馬市における避難指示区域外の地域に対する賠償を求める要望

H27.9.24 県議会議長
福島県知事

①県道12号線の拡幅改良等の早期整備を図ること
②下高平北長野線の早期整備を図ること
③県道34号線との交差部に係る右折車線の整備を図ること
④県道49号線の未改良区間の整備を図ること
⑤県道62号線の未改良区間の早期整備を図ること

※福島県市議会議長会要望


